
令和６年２月６日

観光庁 観光地域振興部長

中村 広樹

観光の現状と今後の取組



インバウンドの状況（旅行者数）
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9月：218

11月：244

12月：273

年

訪日外国人旅行者数の推移
万人

約3,200万人
1月~12月

約2,507万人

出典：日本政府観光局（JNTO）
※ 2022年以前は確定値,2023年1月～10月の値は暫定値、2023年11月～12月の値は推計値
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3月：182
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国・地域別訪日者数上位（2023年12月）

7月：232

8月：216

①韓国 78万人

②台湾 40万人

③中国 31万人

④香港 25万人

⑤米国 18万人
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○ 2019年まで飛躍的に増加も、新型コロナの影響により、2020年以降、大幅な落ち込み

○ 2022年10月の水際措置の緩和以降、堅調に増加の傾向。

○ 2023年の訪日外国人旅行者数は約2,507万人と2,500万人を超えた。コロナ前と比べ79%の回復（中国を除くと102%の回復）となった。

○ 同年12月の訪日外国人旅行者数は約273万人と、コロナ前と比べ108％の回復(中国からの訪日を除くと133%の回復)となり、3ヶ月連続で単月では

コロナ前の水準を回復した。

10月：252



インバウンドの回復状況（消費額）
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宿泊費 飲食費 交通費 娯楽等サービス費 買物代 その他

15万8,531円

○2023年の訪日外国人消費額は、5.3兆円と過去最高。（2019年は4.8兆円。2019年比9.9％増)
○費目別にみると、娯楽等サービス費、宿泊費、交通費等が上昇。
○訪日外国人（一般客）一人当たりの旅行支出は、21万2千円（2019年比33.8%増）
※平均泊数が伸びたこと（8.8泊→10.2泊）や円安・物価上昇の影響等が考えられる。

年

訪日外国人旅行者による消費額の推移億円

約4.8兆円
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費目別１人１回当たり旅行消費単価円

21万2,193円

（試算値）

※2023年暦年は1次速報値。

＋33.8%
＋9.9%

出典：「訪日外国人消費動向調査」より算出
※ 2020年及び2021年は、新型コロナウイルス感染症の影響により2020年4月～2021年９月において調査を
中止したたため、試算値であることに留意。

※2022年は新型コロナウイルス感染症の影響により空港数を絞って実施したため、試算値であることに留意。
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約5.3兆円



出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」
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（万・人泊）

○ 2023年11月の外国人延べ宿泊者数は1,160万人泊で、コロナ前以上に回復（2019年同月比128.0％）

○ 他方、観光需要の回復状況は宿泊先地域によって偏在傾向が見られ、三大都市圏のみで７割超（72.5%）

インバウンドの状況（延べ宿泊者数）

地方部 トップ５

シェア 延べ宿泊者数

北海道 4.3% 52.3 万人泊

福岡県 3.7% 45.9 万人泊

沖縄県 3.4% 42.1 万人泊

広島県 1.3% 15.7 万人泊

長野県 1.2% 15.2 万人泊

外国人延べ宿泊者数の推移 都道府県別外国人延べ宿泊者数(2023年10月)
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三大都市圏※ トップ５

シェア 延べ宿泊者数

東京都 37.1% 454.5 万人泊

大阪府 16.3% 200.2 万人泊

京都府 11.6% 141.8 万人泊

千葉県 2.7% 33.2 万人泊

神奈川県 2.3% 28.1  万人泊
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※埼玉県・千葉県・神奈川県、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県

2022年



地域における当たり前の日常

・自然、風景、歴史・文化、街並み

・郷土料理

・農業、漁業など地域で営まれてきた生業

旅行者に、地域の文化や生業等に触れてもらうことで、地域住民も、その価値を再認識し、自らの地域等を誇りに感じる

⇒ 意識の変化

自らの文化・地域への誇り

・地域の良さの再認識、特別なものとして

の気づき

・地域への誇り、幸福感の実感

・地域の環境、文化・生業等の維持・保全

非日常の体験・感動

相互交流・理解

「住んでよし、訪れてよし」の観光地域

地域の更なる魅力向上を通じて、旅行者・地域住民の双方の好循環を実現

観光等で地域を訪問 地域の魅力向上による更なる誘客

「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくり

旅 行 者

地域住民
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観光地域づくり法人（ＤＭＯ）登録制度

（１）ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成

（２）データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り、プロモーションの実施

（４）法人格の取得、最終的な責任者の明確化、ＣＭＯ・ＣＦＯの確保

（５）安定的な運営資金の確保

すでに該当している ＝ ｢登録ＤＭＯ（登録観光地域づくり法人）｣

今後該当する予定 ＝ ｢候補ＤＭＯ（観光地域づくり候補法人）｣

｢観光地域づくり

法人（DMO）｣

登録の５要件

〈観光地域づくり法人（DMO）数の推移〉
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観光地域づくり法人の機能強化に関する有識者会議 開催概要

○令和６年１月18日に「第１回 観光地域づくり法人の機能強化に関する有識者会議」を開催

○DMOを巡る現状と課題や海外DMOの先進事例調査等を踏まえ、観光庁として①～③の３本柱を進めていくこととし、これらの取組
の方向性（案）について、意見交換を実施。

①インバウンド地方誘客を支えるDMOの早期育成

②全DMOに求める機能の明確化

③世界的なDMOの形成促進 ※全４回程度の開催を予定

委員 （敬称略・五十音順）（○：座長）

池上 重輔 早稲田大学大学院経営管理研究科 教授

梅川 智也 國學院大學 観光まちづくり学部観光まちづくり学科教授

大社 充 特定非営利活動法人デスティネーション総研 代表
芸術文化観光専門職大学 教授

デービッド・アトキンソン 株式会社小西美術工藝社 代表取締役社長

原 忠之 セントラルフロリダ大学 テニュア付准教授

府川 尚弘 ＩＮＤＩＧＯ合同会社 代表

○矢ケ崎 紀子 東京女子大学 現代教養学部国際社会学科 教授

山田 桂一郎 ＪＴＩＣ．ＳＷＩＳＳ 代表

山田 拓 株式会社美ら地球 代表取締役

事務局

観光庁観光地域振興部観光地域振興課

＜観光地域づくり法人の機能強化に関する有識者会議＞
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